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編集後記　CIDIR の窓から

ピーク時に2万8千人を超えていた死者・行方
不明者（4 月 13 日時点で 28,525人）は、その
後の確認作業で、8 月21日現在では 20,327人
となった。犠牲者数の減少は好ましいことだ
が、この数値には関連死は含まれていない。阪
神・淡路大震災による犠牲者総数 6,434 人の約
17％（930余名）は関連死である。詳細報告は
ないが、今回の震災でも直後の寒さや劣悪な医
療環境と避難所生活で、既に多くの関連死が生
じている。夏場の猛暑や、津波と原発事故を原
因とした、より広域でより長期化する被災生活
の中で、さらなる関連死を防ぐ手立てが今求め
られている。（目黒） 

　外部中間評価委員会を、予定から 3ヶ月遅れの
6月 9日に福武ホール応接室にて、開催した。当初、
3月 17日に予定をしていたものが、3月 11日に東
日本大震災が発生したために、延期していたもの
である。
　中間評価の目的は、設立から 5年目での外部評
価に向けて、これまでの 3年の実績評価と 4年目、
5年目に取り組むべき課題を明確にすることにあ
る。CIDIRは、学問パラダイムの全く異なる、理学、
工学ならびに社会科学の文理融合による「新たな
知の結節点」を目指して設立された研究組織であ
る。したがって、その研究課題や研究手法、組織
運営など未確立であり、各研究者がこれまで行っ
てきた研究活動を超えて進まなければならない。
そのため、早め早めに研究内容や方向性について、
高い見地からの幅広い議論が必要であり、忌憚の
ないご意見を頂くには中間評価の場が必要と判断
したからである。

外部中間評価委員会は、午前10時から12時までの
2時間にわたり開催された。外部評価委員として、
小縣方樹東日本旅客鉄道株式会社代表取締役副社
長、河田惠昭関西大学理事・社会安全学部長、中
川和之株式会社時事通信社山形支局長、吉井博明
東京経済大学コミュニケーション学部教授の 4名
にお願いした。このうち、小縣委員は、日程変更
に伴い、日程が合わず、事前にご意見を頂き、委
員会の場で紹介させていただいた。
　委員会では、冒頭の石田学環長の挨拶を受け、
座長として関西大学理事・社会安全学部長河田恵
昭委員が選任された。その後、CIDIRからミッショ
ン毎に実績と自己評価、改善方針ならびに総括的
な自己評価と改善方針を説明し、質疑を持った。
議題は、
(1)３年目までの自己評価と改善方針案について
(2)今後の方針について
の 2点について、a)防災研究、b)災害情報研究、c)
社会連携、d)情報発信の各側面からご議論を頂い
た。その上で、中間評価票の作成を依頼し、後日、
送付を頂いた。
　全般に関わる議論として、ミッションの再点検
と体系化を求める意見を頂いた。資源が有限であ
る以上、プロジェクトの相互関係を再点検すべき、
問題・課題を網羅的に挙げてマップ化すべき、あ
るいはミッションが総合化できる体系となってお
らず、プロジェクトや体制の相互関係を｢見える

化｣ して何を目指しているかを具体的に提示する
必要がある、といったご意見である。
　また、連携についても多くのご意見を頂いた。
学内外の研究者、実務者、企業や NGOなど幅広く
主体があげられたとともに、連携は東大という知
の拠点の使命である、東日本大震災の後だけの一
過性の防災研究ブームで終わらせず、継続的に防
災に関わる分野を広げるネットワークが望まれる
といったご意見があった。
　ただし、連携のイニシアティヴをとるためにも、
学術研究機関として研究を推進し、成果を挙げる
ことが最重要であり、そのための具体的な研究の
方向性についてもミッションに沿った提案を頂い
た。たとえば、『ミッション1：災害情報の生産－伝
達－受容過程の解明』に対して、技術的限界があ
る災害情報の活用を図るために、人文社会科学的
観点から意志決定や行動プロセスの解明研究をす
べき、『ミッション2：首都直下地震災害の全体像
の把握』に対して、首都圏自体の特徴と東日本大震
災で見いだされた弱い点を洗い出し、これまで対
象としてきていないテーマの洗い出しと解析手法
を提示していく、『ミッション 3：大学 SCM モデル
の開発』に対して多様なリソースを巻き込むため
のプロセスの解明と実践を図るべき、などである。
　中間評価を受け、4年目、5年目の具体的研究活
動案を作成し、有効なセンター運営に務める所存
である。（田中淳）

　全学自由研究ゼミナール「災害と情報：災害大国を生き抜く」を
2011年度夏学期に東京大学教養学部前期課程で開講し、大学1、2年
生を対象とした教育活動に取り組んだ。すでに 2009年度から大学院
レベルに開講した「災害情報論Ⅰ・Ⅱ」に加えて、新たな試みであった。
　講義内容には、荒川の水防施設、本所防災館、東京大学地震研究所
ラボツアーという見学会も設けることで、大学1、2年生の諸君にも防
災の取組みを平易に理解してもらえるように工夫をした。履修者数は
76名を数え、意欲的に発言をするなど積極的な参加が認められた。
　初年度の取組みを踏まえ、今後も学部レベルへの教育活動を展開してまいりたい。（地引）

CIDIR 研究活動に対する外部中間評価委員会

外部中間評価委員会
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　3 月11日の東北地方太平洋沖地震（M9.0）は、宮城県沖地震の震源域から破壊が
始まり、北は三陸沖から南は茨城県沖まで、長さ500km 幅 250kmの巨大な断層が
破壊された。この影響で断層周辺だけでなく地殻内部のバランスも崩れて日本列島
の広い範囲で地震が発生している。今後暫くは、超巨大地震の大きな余震やその周
辺で発生する大地震に注意が必要で、そのためにも「緊急地震速報」は重要である。
CIDIRは地震研の協力を得て、東京大学の学内LANから緊急地震速報をこの４月から
利用可能にした。

緊急地震速報の仕組み：
　気象庁は、地震のP波を検知したら、まず、地震の震源の位置とマグニチュード
を求めて、そこから各地の震度を予測し発表している。最初、地震を検出した最初
の1 点の観測点で震源とマグニチュードを推定し、その後、地震が伝搬するにつれて、
2 ～ 3点の観測点で、さらに、4 ～ 5点の観測点で次々と計算をしている。緊急地震
速報は、それに合わせて、第１報が出た後も第 2 報、第 3報と次々と情報を改訂し
て出されている。一つの地震で10 回以上の情報が出ることも珍しくない。これが、
緊急地震速報の正体である。
　この情報がある「基準」を超えると「警報」となって一般に提供される。気象
庁は 2 点以上で決めた情報から最大震度 5 弱以上が予想された場合に「警報」と定
義している。これまで警報が出た緊急地震速報を調べてみると、最初の情報は3～
5 秒で出ているのに、警報が出るまでに10 秒以上かかっている場合が少なくない。
つまり「地震の発生」は速く伝わるが、「警報」が出るタイミングは必ずしも速く
ないことに注意する必要がある。大地震の断層が破壊する時間は、M7 で 10 秒以上、
M8 で30 秒以上かかる。地震を検知してから 3 秒や 5 秒では、まだ大地震かどうか
を推定するのは困難で、最初の情報で予想されるマグニチュードや予測震度が小さ
めに出るのはやむを得ないのである。

　東日本大震災を踏まえ、津波対策の重要性が盛んに議論されている。津波対策が
重要なことはいうまでもない。しかし、首都直下地震や東海・東南海・南海地震、
さらに各地で発生が危惧されている地震を考えると、津波による直接的な影響を受
けない地域に住んでいる多くの人々も、地震の揺れの影響で被災する可能性が高い。
特に首都圏に住む人々にとっては、揺れによる建物や家具の被災、またこれらの影
響を強く受ける延焼火災が、より深刻な問題になる可能性が高い。
　1995 年 1 月に発生した兵庫県南部地震では、被災建物の下敷きになって逃げ出
せずに焼死した犠牲者を含めると、直後の 2 週間で亡くなった約 5,500 人の犠牲者
の中の90％以上の人々が建物の問題で亡くなっている。またこの中の約 1 割が家
具の転倒や落下などの影響を受けている。さらに死者の約 7 倍の数に達した負傷者
の46％が家具や電化製品の下敷きを原因としている。大きな地震が頻発する時期を
迎えているわが国において、今後想定される地震に対する被害軽減のためには、既
存不適格建物の耐震補強の推進や家具の転倒防止措置を行うなど、市民 1 人 1 人の
自発的な被害軽減行動が不可欠である。しかし、兵庫県南部地震以後、住居の耐震
化や居住空間の安全性確保の重要性が謳われる一方で、実態としてそれらの対策の
進捗状況は甚だしく悪い。これらの大きな原因の 1 つに、多くの人々が地震災害を
具体的にイメージする能力に乏しいことが挙げられる。
　そこで講演では、この災害イマジネーション能力を向上し、具体的な防災対策を
講じてもらうために、まず振動台実験により、市販の転倒防止器具の効果の詳細な

検証と、その効果的な使用方
法を示した。次に地震時の家
具の挙動をアニメーション表
示することを目的に開発した
シミュレータを用いて、異な
る建物やフロアー（階数）、転
倒防止器具の有無や取り付け
方の違い、床面の違いなどの
様々な条件の違いによる利用
者の生活空間の安全性の変化
を、家具の転倒率や安全エリ
ア面積の変化として示すこと

防災に活かすには：
　この情報を活かすには、単純にある基準を超えたら「警報」を出すというモデル
では不十分である。最初の情報は、精度は低いが迅速に出されるので、実験室など
猶予時間を稼ぎたい場所では、これを使って「注意音」を出すことで早めの避難が
可能になる。逆に危険物等があまりない場所では、実際に強い揺れが来ると予測さ
れる時にでる「警報音」のみを使うということでも良いだろう。巨大地震のときは、
最初の予想は過小評価になるため、ひとたび注意音や警報音が出たら、その後のマ
グニチュードや予想震度の推移にも注意することが重要である。一度警報が鳴って
も、後で情報が改訂されて予想が低くなることもある。単に警報が出たからという
のではなく、その後の推移に注目する姿勢が大事であろう。
　最後に、緊急地震速報を活用するには、家具固定や薬品の分類保管などの事前の
対策が重要である。身近に安全な場所を確保することと、瞬時の行動をとれるよう
に訓練をしておくことをぜひお勧めしたい。

により、「危険・リスクの認知」と「防災対策効果の認知」の促進をはかった。
　本稿では、講演で紹介したいくつかの結果を示すとともに、地震時の室内の安全
性確保のために実施しておくべき事前対策をまとめておくので、是非参考にしてい
ただきたい。

　東日本大震災が日本経済に与える影響は大きく、数多くの論考がなされてい
る。ここでは、中長期的な観点から、震災と日本経済について考えてみたい。
　まず、現在の日本経済が直面している 2 つの中長期的な課題を概観する。第
1 は、グローバルにみた日本経済のプレゼンスの低下である。約 5 兆ドルの
GDPという日本の国内市場は、グローバル経済での影響力を急速に失いつつあ
る。20世紀終わりには、日本は、米国や欧州と並んで３極を構成する一大経済
圏であった。しかし、欧米が着実に経済発展を続け、中国などの新興国の成長
が著しい中にあって、意味のある市場規模は今や GDP15 兆ドル程度に近づい
ている。2055年までに日本の人口が 3 割も減少することもあり、国内市場だけ
ては、日本企業の成長は見込めなくなっている。
　第２は深刻な財政赤字の問題である。日本の公的債務残高（「国債及び借入金
並びに政府保証債務現在高」）は、2011年6月現在で944兆円にもあがっており、
GDP比で約２倍というこの水準は世界的にみても群を抜いている。ギリシアとは
異なり、日本は国債などが国内でファイナンスされているから問題ないとの指
摘はある。しかし、貸し手である個人金融資産をみると 2010 年度末 1476 兆円
程度と 2006 年度末1566 兆円をピークに頭打ちである。震災とは関係なく社会
保障関係費の増加などで公的債務残高が年間45兆円程度で増加している現状で
は、国内でファイナンスできる猶予期間は12 年程度しか残されていない。
　このように日本経済を巡る状況が厳しいところに、東日本大震災が発生した。
大規模な自然災害は経済成長に対して、どのような影響を与えるであろうか。
各国の事例を対象とした多くの実証分析があるが、その結果は一様ではなく、
災害と経済成長の間には正と負の両方の関係があり得ることが示されている。
ここで参考にしたいのは、正の関係の場合である。中長期的にみて、災害が経

残された揺れの記録
　防災科学技術研究所の 1,189 台の K-NET/KiK-
net 強震計が捉えた揺れを可視化して、Ｍ９地震の
揺れの広がりを再現した（図１）。最初に牡鹿半島
付近から広がりを開始した強い揺れは、60秒後に
は岩手県～茨城県に急展開。110 秒後には、宮城
に２回目の強い揺れが、そして160秒後には、福
島／茨城県境付近を３回目の強い衝撃が襲った。
こうして、東北～関東全域に数分間にもわたる強
い揺れが発生、東北日本全体が東南東方向に数メー
トル引き延ばされ、また、周期10 ～ 20秒を超え
る長周期の地震動も発生した。

謎の多い揺れ
　観測史上初のＭ９地震の強い揺れのレベルは、

意外なことに、これまで起きたＭ８地震のものと大きく違わなかった（図2）。
Ｍ９地震の震源域は、強い揺れの範囲を拡大しても、加速度は頭打ちとなって
いた。各地点の揺れに影響するのは、広い震源域の中の一部に限られるからだ。
　例外はある。宮城県や茨城県では、Ｍ９地震の距離減衰を超える、１～２Ｇの強
い加速度が観測された地点がある。ところが、その地震波形を調べると、周期 0.2
秒以下のごく短周期の成分が強い一方、木造家屋を押し倒す周期１～２秒の成
分は明らかに弱かった（図 3）。阪神淡路大震災で神戸で観測されたレベルの１
／３以下だった。ごく短周期の揺れの長い継続は、天井落下や地滑りを大々的
に起こした。しかし、木造家屋に対する影響は、比較的弱かったに違いない。
　ごく短周期地震動の発生は、2005 年宮城県沖地震や 2008 年岩手宮城内陸地
震でも見られた。地震動被害の特徴も共通する。原因は、ごく短周期地震動を
強く放射する震源特性、地震波を良く伝える太平洋プレート、そして、ごく短
周期地震動を選択的に増幅させる表層地盤構造などにあるらしい。

長周期地震動も弱かった
　関東平野では、いつも周期６～10 秒の長周期地震動が強く発生するが、今回
の地震のレベルは、2004年新潟県中越地震（M6.8）の時のものとさほど変わら

済成長にプラスの影響を持つと
する研究の中には、大災害が経
済学者シュンペーターのいう創
造的破壊をもたらしている可能
性があることを指摘するものが
ある。短期的にみれば、災害は
経済成長に対して負の影響を与
える可能性は高いが、イノベー
ションを伴う復興によって、む
しろ、従来の軌道を上方修正し
て高い成長を実現する可能性が
あるのである（図）。
　ここで、イノベーションをいかに実現するかが一つの論点となる。イノベー
ションは不確実性が高いために、関連する公共政策を講じるべきとの考え方が
ある。しかし、日本の場合には、財政的な公共政策に期待することは困難であ
ろう。先に述べたとおり、公的債務残高を国内でファイナンスできる猶予期間
が限られているところ、今回の震災による財政支出増加に伴う同期間の短縮は
避けらず、政府に財政的余力はない。
　イノベーションの実現に向けては、民間がその能力（技術力、組織力、資金
力など）を最大限に発揮できるようになることが必要である。例えば、資金面
でみれば、個人金融資産と公的債務残高の差額である約 530 兆円の一部は、国
債を通じて政府支出に回すのではなく、直接、民間がファイナンスすることが
可能である。民間資金による社会資本整備を円滑にする改正 PFI 法が施行され
ているところだが、これに限らず、震災からの復興に当たっては、民間が自律
的に能力を発揮して、政府だけでは困難なイノベーションが実現するような制
度・取組が求められる。

なかった。地震の規模の違
いから考えるととても不思
議。実は、2005年宮城県沖
地震でもそうであった。同
じ地震規模を持つ南海トラ
フの 2004 年紀伊半島南東沖
地震や、1944年東南海地震
では、東北で起きた地震よ
りも何倍も大きかった。
　関東平野に向かう伝播経
路の違いが影響しているら
しい。緩やかにプレートが
沈み込む南海トラフでは、
付加体と呼ばれる柔らかい
堆積層が厚い。そこで、長
周期地震動が増幅され、ト
ラフ軸に沿って関東平野へ
と誘導される。付加体がな
い日本海溝では、長周期地
震動の発達が弱く、関東に
到達する前に減衰してしま
う。すっきりとした説明に
聞こえるが、実はこれだけ
では観測を十分に説明でき
ない。まだ何か見落としが
あるらしい。
  

今回の地震に学ぶこと・
学べないこと
　甚大な被害を目の当たり
にして、地震動被害が小さかったことを言うのは難しい。ここでの説明とは異
なり、大きな建物被害が起きた場所もいくつかある。しかし、今回の地震の揺
れの特徴と木造家屋の被害の特徴は、次に起きる東海・東南海・南海地震には
当てはまらないことは、声を大きくして警告したい。東南海、南海地震の地震
計記録など客観的事実がそろっている。

出典 : Hochrainer（2009, Fig.1）を基に、
大幅に加筆修正して筆者作成。


